
「稼げるまち」の実現         要求額 ２６百万円（対前年度 ＋４９７．９％） 

 男女関わらず、安心してフレキシブルに働き続けることが 

できる働き方改革への転換を推進する。 

新 男性の育児休業取得応援奨励金 

ワーク・ライフ・バランス推進事業 

「安らぐまち」の実現       要求額 ９，３２８百万円（対前年度 ＋７８．１％） 

 繁華街の安全・安心を推進するとともに、 

地域コミュニティの活性化のため、若者が参画できる場の提供や 

市民センターの利用促進を図る。 

拡 客引き行為等の適正化に関する条例推進事業 

新 繁華街防犯カメラ更新事業 

新 大学生×市民センターによる地域共創プロジェクト 

新 戦後８０周年記念平和推進事業 

門司港地区複合公共施設整備事業（門司区役所、生涯学習センター） 

公共施設の維持管理、改修等 

（区役所、市民センター、生涯学習センター、本庁舎、旧古河鉱業若松ビル） 

 

「彩りあるまち」の実現      要求額 １，８６０百万円（対前年度 ＋１６６．７％） 

 マイナンバーカードを活用した行政サービスのＤＸを推進する。 

また区の特色ある取り組みや環境整備を行い区の活性化を図る。 

新 市民課窓口への書かない窓口導入事業 

拡 戸籍の振り仮名記載関連事業 

 新 区活性化・整備推進事業 

 新 未来へつなぐ共助のチカラ事業 

 

その他の取り組み          要求額 ２，３９１百万円（対前年度 ▲１２．２％） 

職員のコミュニケーション強化や連帯意識の向上を図り、職場満足度を向上させる。 

   新 北九州市職員ＥＳ向上元年事業 

   新 人事給与関連システム経費 

   拡 システム標準化に係る事前準備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和７年度 予算要求の基本的な考え方】 

  

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公開時点での予算要求の内容であり、令和７年度に実施することが確定しているものではありません。 

総務市民局 

【令和７年度 予算要求の方針】 

総務市民局は、区役所窓口サービスの向上や地域コミュニティ活動や生涯学習活動を活性化し、

安全・安心で安らぐまちづくりを目指す。また変革マインドを持った職員を育成し、やりがいを 

持ちながら安心して働ける組織を構築する。 

 

【模様替えの考え方】 

各事業の実施状況を分析するとともに、新ビジョンを実現する観点から不断の見直しを行っている。 

 一般会計要求総額  １３，６０５百万円 

    （対前年度  ＋５７．１％） 

新 ：新規事業、 拡 ：拡充事業 



(単位：千円）

No
新規
拡充

事業名 事業費 一般財源 事業概要及び模様替えの考え方

「稼げるまち」の実現

1 新
男性の育児休業
取得応援奨励金

22,132 7,378

　男性の育児休業取得が難しい中小
企業を対象に、市独自の奨励金を助
成する。
　奨励金の対象は、初めて男性育休
取得者を輩出した中小企業とし、中
小企業にとってハードルが高い国の
両立支援等助成金制度（雇用環境の
整備、行動計画の策定などが必要）
より簡易な申請とすることで、企業
にとって、初の男性育休取得のきっ
かけづくりを後押しする。
　また、“取るだけ育休”にならな
いよう、奨励金と併せて「男性向け
の子育て研修」や、「取組み企業の
表彰」などを実施する。

2
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

3,931 3,446

多様な働き方や暮らし方を選択で
き、活力ある豊かな社会の実現を目
指して、企業等の取組の支援や、広
報・啓発などワーク・ライフ・バラ
ンス（仕事と生活の調和）の推進を
図る。また、「働きやすいまち北九
州」の実現を目指し、北九州イクボ
ス同盟の拡大や取組支援等を行う。

「彩りあるまち」の実現

3 新
市民課窓口への
書かない窓口導
入事業

168,130 38,103

　来年度、大混雑が予想されている
区役所市民課及び出張所等の混雑緩
和と市民サービスの向上を図るた
め、マイナンバーカードや免許証を
読み取って申請書に印字する「申請
書作成支援システム（いわゆる「書
かないサービス」）」を導入し、当
該システムや電子申請の操作補助を
含めた市民向けの支援窓口を設置す
る。

4 拡
戸籍の振り仮名
記載関連事業

507,119 211,629

　令和７年５月２６日に施行される
戸籍法改正により戸籍に記載される
こととなった氏名の振り仮名につい
て、本人等からの氏名の振り仮名届
出や、届出を受理した市区町村から
の通知により、戸籍及び住民票の振
り仮名を記載する。

重点的に取り組みたい主なもの



(単位：千円）

No
新規
拡充

事業名 事業費 一般財源 事業概要及び模様替えの考え方

重点的に取り組みたい主なもの

5 新
区活性化・整備
推進事業

129,280 128,480

【事業概要】
　市民に最も身近な区役所が主体と
なって、区の特色あるイベント開
催・支援や、地域の課題に迅速・的
確に対応するとともに、区役所の環
境整備、地域活動の維持、防災対策
など区の機能強化を図りながら、安
全・安心な魅力あるまちづくりを推
進する。

【模様替えの考え方】
　「（仮称）魅力ある区づくり事
業」、「区役所等環境整備・機能強
化事業」を一本化することで区の裁
量を広げ、柔軟な事業執行が可能と
なるよう見直しを実施。

6 新
未来へつなぐ共
助のチカラ事業

3,019 3,019

　２０４０年の社会情勢等を踏まえ
た新たな地域コミュニティの在り方
について、有識者等から意見を聴取
する「地域コミュニティビジョン検
討委員会」の開催や、多様な主体と
の協働による新たな地域づくりにつ
いて情報発信を行う「自治会・町内
会情報ポータルサイト」のリニュー
アルを行う。

「安らぐまち」の実現

7
若者の犯罪行為
への加担防止啓
発事業

1,500 1,500

　闇バイト等の検索を行った若者層
やSNS利用者を対象としたターゲティ
ング広告で注意喚起を実施し、若者
の犯罪行為加担への未然防止を図
る。

8 拡
犯罪被害者等支
援事業

7,225 7,225
　国における犯罪被害者支援制度の
見直しを受け、本市の支援制度の更
なる充実を図る。

9 拡

客引き行為等の
適正化に関する
条例
推進事業

44,260 43,577

　本市のイメージを損ない、ナイト
タイムエコノミー促進を大きく阻害
する客引き行為等の巡視・取締り等
を強化する。

10
子どもと女性の
「防犯力アッ
プ」事業

1,570 1,570

　子どもや女性を対象とした安全セ
ミナー等を開催し、犯罪被害の防止
を図るとともに、女性が活躍しやす
い社会基盤の醸成を図る。



(単位：千円）
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重点的に取り組みたい主なもの

11 新
繁華街防犯カメ
ラ更新事業

32,000 8,000

市設置の防犯カメラの多くは平成24
年度に設置され、設置から12年が過
ぎ、耐用年数を経過し更新が必要と
なっている。
更新時期を迎える中、これまで専用
回線でデータを送信していたもの
を、毎年通信費を削減できるWi-Fi通
信タイプの防犯カメラに更新する。

12 新

大学生×市民セ
ンターによる地
域共創プロジェ
クト

520 0

　北九州市立大学地域創生学群と連
携し、1年生120名を複数の市民セン
ターで受け入れ、定期的な市民セン
ター訪問を通じて、市民センター事
業や地域の活動に参加する。活動へ
の参加を通じて、学生が考える地域
に必要な講座・事業等を、市民セン
ターや地域住民と共同で企画・実施
し、地域の活性化を図る。
「市民太陽光発電所特別会計・市民
還元事業」。

13 新
戦後８０周年記
念事業

5,200 5,200

戦後80周年という節目の年を迎える
にあたり、戦争の記憶を風化させる
ことなく、これからも平和の大切さ
や命の
尊さ継承していくため、平和学習・
情報発信の拠点である「平和のまち
ミュージアム」で記念事業を実施す
る。

14

公共施設の維持
管理、改修等
（区役所、市民
センター、生涯
学習センター、
本庁舎、旧古河
鉱業若松ビル
等）

2,753,867 647,816

　市民にとって身近な施設である区
役所や市民センターなどの公共施設
を安全かつ長期に維持していくた
め、浸水対策や外壁の補修等を実施
する。



(単位：千円）
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その他の取り組み

15 新
『北九州市職員
ＥＳ向上元年』
事業

10,000 10,000

【事業概要】
民間企業において従業員を大事にす
る人的資本経営の重要性が高まる
中、市役所においても職員の職場や
仕事への満足度（ＥＳ）やエンゲー
ジメント（組織への連帯感）を数値
化し、より数値を高めていくこと
で、組織全体の活力や政策推進力を
向上させ、新ビジョン実現や市政変
革推進に繋げていく。

【模様替えの考え方】
R6「職員意識変革事業」における組
織風土醸成に係る動画作成や表彰実
施の見直しを実施。

16 新
人事給与関連シ
ステム経費

91,358 91,358

　稼働から１５年が経過する人事給
与・庶務事務システムは、一部給与
計算が正しくできないなど様々な問
題を抱えており、システムの再構築
が求められている。DX推進計画に基
づくペーパーレス化など、事務の効
率化及び職員の負担軽減を目的とし
たシステム再構築を見据え、基本設
計及び調達仕様等の作成を業務委託
する。
　また、制度改正に伴い必要な機能
改修も実施する。

17 拡
システム標準化
に係る事前準備
事業

101,047 0

　「地方公共団体情報システム標準
化基本方針」で定める標準準拠シス
テムのうち、住民記録、印鑑登録、
戸籍、戸籍附票を標準化システムへ
移行するため事前準備を行う。


